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割賦販売法施行規則の一部を改正する省令の概要

Ⅰ．改正の趣旨

昨年６月に成立した「特定商取引に関する法律及び割賦販売法の一部を改正

する法律」（平成２０年法律第７４号。以下「改正法」という。）第３条及び第

４条により、「割賦販売法」（昭和３６年法律第１５９号。以下「法」という。）

について、過剰与信防止義務、加盟店調査義務の導入等の改正措置が講じられ

た。

この改正を踏まえ、「割賦販売法施行規則」（昭和３６年通商産業省令第９５

号。以下「施行規則」という。）について所要の改正を行うこととする。

Ⅱ．具体的な主要改正内容（技術的改正事項を除く。）

１．法第３０条の２、第３０条の２の２、第３５条の３の３及び第３５条の３

の４関係（支払可能見込額調査、過剰与信防止）

（１） 支払可能見込額調査の方法、生活維持費の算定方法

支払可能見込額は、自己申告に基づく収入、指定信用情報機関等から

の情報に基づくクレジット債務の額、世帯人員数・持家の有無等を勘案

して算定した生活維持費の額等により算定するものとする。

ただし、主として配偶者の収入により生計を維持している者であって、

年収が１０３万円以下であるもの（専業主婦等）、二親等内の親族の収入

により生計を維持している者（学生、老親等）、その収入及びその配偶者

の収入により生計を維持している者（共働きの夫婦等）については、表

１のような支払可能見込額調査の方法を特例的に認める。
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収入 クレジット債務 生活維持費 収入 クレジット債務 生活維持費
世帯収入
（同意不要）

世帯債務
世帯収入
（同意不要）

世帯債務

自己申告
（個人収入
＋

世帯主収入）

自己申告世帯主債務
＋

指定信用情報機関等
（個人債務）

個人収入 個人債務
自己申告 指定信用情報機関等

世帯収入
（要同意）

世帯債務 個人収入 個人債務

自己申告収入
＋

世帯主申告収入

世帯主申告債務
＋

指定信用情報機関等
（個人債務）個人収入 個人債務

自己申告 指定信用情報機関等

収入 クレジット債務 生活維持費
世帯収入
（要同意）

世帯債務

自己申告収入
＋

世帯主申告収入

世帯主申告債務
＋

指定信用情報機関等
（個人債務）

個人収入 個人債務

自己申告収入 指定信用情報機関等

収入 クレジット債務 生活維持費
世帯収入
（要同意）

世帯債務

自己申告収入
＋

配偶者申告収入

配偶者申告債務
＋

指定信用情報機関等
（個人債務）

個人収入 個人債務

自己申告収入 指定信用情報機関等

（表１）支払可能見込額調査の方法（施行規則第３９条、第４０条、第４５条、第７１条及び第７２条）

専業主婦等
（第４０条第２項
～第４項、
第４５条第１項）

自己申告世帯主債務
＋

指定信用情報機関等
（個人債務）

世帯として算定

個人として算定

個別クレジット 包括クレジット

世帯として算定

世帯として算定

世帯として算定後、減額

世帯主と同居：ゼロ
世帯主と別居：
個人として算定

日常生活において
必要とされない商
品の購入等

個人として算定

日常生活において
必要とされる商品
の購入等

自己申告
（個人収入
＋

世帯主収入）

世帯主と同居：ゼロ
世帯主と別居：
個人として算定

共働きの夫婦等
（第４０条第２項～第４項、
第４５条第１項、
第２項第２号、第５号、
第７２条第２項～第４項）

個別クレジット・包括クレジット

世帯として算定

専業主婦等
（第４５条第１項、
第２項第３号、
第７２条第２項～
第４項）

二親等内の親族の収入により
生計を維持している者
（第４０条第２項～第４項、
第４５条第１項、
第２項第１号、第４号、
第７２条第２項～第４項）

自己申告 指定信用情報機関等

個別クレジット・包括クレジット

世帯として算定

※「世帯主」とは主たる生計維持者をいう。

※「世帯」とは消費者及び当該消費者と生計を一にする者
の集まりをいう。

※「専業主婦等」「二親等内の親族の収入により生計を維
持している者」「共働きの夫婦等」において収入等を世帯収
入等とするのか個人収入等とするのかは選択可能。

※「収入」とは年収又は預貯金を指す。

※「自己申告」には年収については推定年収、債務につい
てはその他の方法を含む。

※「世帯として算定後、減額」とは世帯として生活維持費を
算定した後、配偶者間の年収に応じて按分した額又は１／
２に相当する額。

※上記に加え、借入の状況を勘案することを含め総合与
信を行う。

万円／年
１人 ２人 ３人 ４人以上

住宅所有 住宅ローン無し
住宅不所有 借賃支払無し
住宅所有 住宅ローン有り
住宅不所有 借賃支払有り

240

200

（表２）基本となる生活維持費（第４５条第１項及び別表第２）

136

116

16990

177 209

生活保護制度 割合
３級地－１ ９０／１００
３級地－２ ８５／１００

（表３）地域生活維持費（第４５条第３項及び別表第３）

※生活保護制度における３級地－１、３級地－２に該当する地域に消費者が居住していることを

確認した場合、表１、表２で定めた生活維持費にそれぞれ上記の割合を乗じることができる。
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（２） カード等の有効期限更新時調査・極度額増額時調査（施行規則第４１条

及び第４２条）

新規カード交付時に申告を受けた事項（変更があったと認めるときは、

変更後のもの）等及びクレジット債務を確認して、並びに借入れの状況

を勘案して調査しなければならない。

※更新時調査の場合、更新しようとする日の前６月以内に行うこと。

（３） 消費者の保護に支障を生ずることがない場合（施行規則第４３条、第４

８条、第７３条及び第７４条）

① 包括クレジット（第４３条第１項）

ⅰ）極度額が３０万円以下のカード等を交付等する場合又は極度額を３０

万円を上限として増額する場合（簡易な審査が必要）（第１号）

ⅱ）消費者からの求めに応じ、極度額を一時的に増額する場合（消費者の

目的、利用予定加盟店を確認すること等が必要）（第２号）

ⅲ）更新時調査の際、自社の包括クレジット債務が５万円未満の場合（第

３号）

ⅳ）カード等に付随するカード等を法により定められた極度額の範囲内で

交付又は増額等する場合（第４号）

ⅴ）カード等を紛失等した際に再発行する場合（第５号）

② 個別クレジット（第７３条及び第７４条）

ⅰ）店舗販売等で、支払総額１０万円以下の生活に必要とされる耐久消費

財に対する個別クレジット契約を締結しようとする場合（簡易な審査が

必要）（第７３条第１項）

ⅱ）生活に必要とされる耐久消費財に対する個別クレジット契約を締結し

ようとする場合（丁寧な審査が必要）（第７４条第１項第２号）

ⅲ）大学の学費等に対する個別クレジット契約を締結しようとする場合（丁

寧な審査が必要）（同項第３号）

ⅳ）生命・身体を保護するため緊急に必要とされる商品・役務に対する個

別クレジット契約を締結しようとする場合（丁寧な審査が必要）（同項

第４号）

（４） 居住用資産（施行規則第４４条及び第７３条第３項）

支払可能見込額に算定不可な居住用資産としては、自宅、その敷地（地上

権を含む。）。

（５） 記録保存義務（施行規則第４３条第２項、第４７条の２、第７３条第２

項、第７３条の２及び第７４条第２項）

契約年月日、支払可能見込額調査の結果等について、書面又は電磁的記録

により、包括クレジットにあっては有効期間の満了日等、個別クレジットに

あっては個別クレジット契約の最終返済日まで保存しなければならない。
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２．法第３５条の３の５及び第３５条の３の７関係（加盟店調査）

（１） 調査項目、調査方法、対象者（施行規則第７５条～第７７条）

① 個別クレジット業者が訪問販売等を行う販売業者等と新規に加盟店契約

を締結しようとする場合には、当該販売業者等に対して表４の第１表の調

査を行う。（第７５条第１号及び第７６条第２項～第９項）

② 個別クレジット業者が消費者と訪問販売等契約に係る個別クレジット契

約を締結しようとする場合には、消費者に対して表４の第２表の調査を、

申込みを受けた後相当な期間をおいて、電話等により行う。（第７５条第

２号、第７６条第１０項～第１２項及び第７７条第１項第１号）

③ 消費者等からの加盟店に関する苦情の内容が特定商取引法に定める禁止

行為等に該当するおそれがあること又は訪問販売等を行う加盟店による

勧誘行為に関する苦情の発生状況が他の訪問販売等を行う加盟店による

勧誘行為に関する苦情の発生状況と比べて多いような場合には、苦情の内

容に応じ表４の第１表又は第２表の内容等について必要な調査を行う（苦

情のあった加盟店に対して表４の第１表の調査を行っていなかった場合、

第１表の調査を行うことを含む。）。（第７７条第１項第２号、第３号及び

同条第２項）

（２） 記録保存義務（施行規則第７８条）

① 第１表の調査（加盟店契約を締結した場合に限る。）

調査年月日、調査の結果、契約年月日

② 第２表の調査（個別クレジット契約を締結しなかった場合を含む。）

調査年月日、調査の結果、契約年月日

③ 上記（１）③の調査

調査年月日、調査の結果

上記①～③に掲げる事項について、書面又は電磁的記録により、作成後５

年間保存しなければならない。
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（表４）加盟店調査義務における調査事項・調査方法（施行規則第７５条～第７７条）
（第１表）加盟店に関する調査
調査事項（第７５条） 調査方法（調査内容の基準）（第７５条及び第７６条）

ⅰ)基本的事項（第１

号イ）

イ 特定商取引類型の種類（第７６条第３項第１号）

ロ 名称、住所、電話番号、代表者氏名（同項第２号）

ハ 営業所の住所、電話番号（同項第３号）

ニ 営業・販売活動を行う地域（同項第４号）

ⅱ)商品・役務の内容

（連鎖販売にあって

は特定利益、業務提供

誘引販売にあっては

業務提供利益を含

む。）（第１号ロ、ハ）

イ 勧誘書類（勧誘に際して購入者等に提示するもの）（第７６条第４項第１号、

第２号）

ロ 商品等に係る性能・品質・効果・効能・必要数量に関する苦情・相談に応じ

て、その根拠資料（同項第３号）

ハ 特定利益・業務提供利益に関する苦情・相談に応じて、その根拠資料（第５

項）

ⅲ)履行体制（第１号

二、ホ）

イ 取引の状況及び信用状況を確認（直近の決算書又は第三者機関による確認）

（第７６条第６項）

ハ 連鎖販売、特定継続的役務提供、業務提供誘引販売に関し、業務の持続性（第

７項）

ⅳ)特商法上の処分状

況（第１号へ）

イ 過去５年間における特商法に基づく指示、業務停止命令の有無（第７６条第

８項第１号）

ロ 役員について、過去５年間における特商法に基づく指示、業務停止命令を受

けた法人の役員の経歴の有無等（同項第２号、第３号）

ⅴ)苦情処理体制、苦

情の発生状況、その内

容（第１号ト、チ）

イ 悪質な勧誘行為を防止するための体制（第７５条第１号ト）

ロ 苦情処理体制に関する組織及び執行体制（同上）

ハ 消費者の利益の保護に欠ける行為に関する情報等の状況（第三者機関に確認）

（第７６条第９項）

（第２表）個別クレジット契約に関する調査
調査事項（第７５条） 調査方法（調査内容の基準）（第７６条及び第７７条）

ⅰ)商品・役務の内容

等の契約内容等に関

する事項（第２号イ）

イ 商品・役務の数量や支払総額などの契約申込書面に記載されている事項に関

する販売業者の虚偽説明等による申込者等の誤認の有無（第７６条第１１項第１

号）

ロ 商品・役務に係る内容（性能、品質、効能、必要数量）に関する販売業者に

よる断定的な説明の有無（第７６条第１１項第２号）（有る場合はその根拠を調査

すること）（第７７条第１項第１号）

ハ 将来価値の不確実な事項に関する販売業者等による断定的な説明の有無（第

７６条第１１項第２号）

ニ 付帯サービスなどの書面に記載されていないもので、申込者の購入判断に影

響を及ぼすような事項の有無（第７６条第１１項第３号）（有る場合には当該事項

に関する販売業者の虚偽説明等による申込者の誤認の有無を調査すること）（同項

第４号）

ホ 上記イ～ニのほか、消費者の購入判断に影響を及ぼすようなものに関する販

売業者の虚偽説明等による申込者等の誤認の有無（同項第５号）

ⅱ)クーリング・オフ

関連（第２号イ）

イ 損害賠償、違約金の取決めなどの契約申込書面に記載されている内容に関す

る販売業者による虚偽説明等のクーリング・オフ妨害による申込者等の誤認の有

無（第７６条第１１項第１号）

ロ 販売業者による虚偽説明等による申込者等のクーリング・オフ起算点等の事

実に関する誤認等の有無（同項第３号、第４号）

ⅲ)「連鎖販売取引」

及び「業務提供誘引販

売取引」関連（第２号

イ）

イ 連鎖販売契約及び業務提供誘引販売契約において、商品購入代金、入会金、

研修費等の特定負担の内容、金額に関する販売業者による虚偽説明等による申込

者等の誤認の有無（第７６条第１１項第１号）

ロ 連鎖販売契約において、マージン、紹介料等の特定利益に係る算定方法、前

提条件等に関する販売業者による虚偽説明等による申込者等の誤認の有無（第７

６条第１１項第１号）

ハ 業務提供誘引販売契約において、業務提供利益の前提条件等に関する販売業

者による虚偽説明等による申込者等の誤認の有無（第７６条第１１項第１号）

ⅳ)上記i)～iii)以外

の特定商取引法及び

消費者契約法に規定

する行為に関する事

項（第２号ロ）

イ 販売業者が、契約の申込をさせ、又は撤回若しくは解除を妨げるため、申込

者を威迫・困惑させる行為をしたことの有無（第７６条第１２項）

ロ 申込者が販売業者等に対しその住居から退去すべき旨又は勧誘をしている場

所から退去する旨の意思表示を示したにもかかわらず、販売業者が退去しない又

は退去させない行為をしたことの有無（同上）
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３．法第３０条の５の２及び第３５条の３の２０関係（業務の運営に関する措

置）

（１） 個人情報（特定信用情報を含む。）の保護、委託先の監督（施行規則第

５６条～第５９条、第８９条～第９２条）

（２） 消費者の知識、経験、財産の状況及び個別クレジット契約を締結する目

的に照らして適切な業務の実施（施行規則第９３条）

加盟店調査等により知った事項からみて、訪問販売による過量販売とな

るおそれがある場合には個別クレジット契約を締結してはならない。ただ

し、消費者に当該契約の締結を必要とする特別の事情があることを確認し

た場合、この限りでない。

（３） 苦情処理及び加盟店情報交換制度（施行規則第６０条、第７７条、第９

４条及び第１３５条）

① 加盟店関係苦情処理

消費者等からの加盟店に関する苦情の内容が特定商取引法に定める禁止

行為等に該当するおそれがあること又は加盟店に関する苦情の発生状況が、

他の加盟店に関する苦情の発生状況と比べて多いような場合には、苦情の

内容に応じ必要な調査を行い、調査の結果に基づき改善措置を講ずる。

加盟店に関する苦情が発生した場合の調査について整理すると以下のと

おり。

ⅰ）包括クレジット関係（第６０条）

包括クレジットに係る業務に関する消費者の利益の保護に欠ける行為に

関する苦情

包括クレジット加盟店による勧誘に関する苦情

不実告知等に該当 左記以外

オンアス 一件であろうと調査

（第６０条第２号イ）

発生状況を踏まえ、調査

（第６０条第３号イ）

オンアス

以外

発生状況を踏まえ、調査

（第６０条第３号ロ）

※「オンアス」とは、包括クレジット業者が直接加盟店契約を締結している場合であって、消

費者が当該包括クレジット業者が発行したカード等を当該加盟店で使用する場合を指す。

※「不実告知等に該当」とは、「法第３５条の３の７各号に規定に違反する行為」を指す。

ⅱ）個別クレジット（第７７条、第９４条）

個別クレジットに係る業務に関する消費者の利益の保護に欠ける行為に関する苦情

個別クレジット加盟店による勧誘に関する苦情

特定契約関係に関する苦情 左記以外（店舗契約関係等）

不実告知等に該当 左記以外 不実告知等に該当 発生状況を踏まえ、

調査

（第９４条第３号）

一件であろうと調

査（第７７条第１

項第２号）

発生状況を踏ま

え、調査（第７７

条第１項第３号）

一件であろうと調査

（第９４条第２号イ）

※「不実告知等に該当」とは、「法第３５条の３の７各号に規定に違反する行為」を指す。
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上記調査の事由及び調査の事実、加盟店契約を解除した場合における解

除の事由及び解除の事実、加盟店の名称、住所、電話番号、代表者の氏名、

生年月日について、認定割賦販売協会が有する加盟店情報交換制度に報告

する事項とする。（第１３５条）

② 自社関係苦情処理（第６０条第２号ロ及び第９４条第２号ロ）

苦情の内容に応じ必要な調査を行い、調査の結果に基づき改善措置を講ず

る。

４．法第３０条の２の３、第３５条の３の８、第３５条の３の９、第３５条の

３の１０、第３５条の３の１１関係（書面交付）

① 包括クレジット（特に加盟店。施行規則第５４条及び第５５条）

ⅰ）現金提供価格が１万円未満の役務又は一過性の役務に関しては役務の種

類、回数等について省略可能（消費者から求められた場合は除く。）とす

る。（第５４条第１項）

ⅱ）非対面かつ非勧誘で消費者が機器にカード等を提示等して販売契約等を

締結する場合であって、

イ）直販商品・直販指定権利（第５４条第２項第１号）

ロ）一過性の役務（同項第２号）

については省令記載事項を省略可能とする。

② 個別クレジット（施行規則第７９条～第８８条）

法改正に合わせて所要の整備をする（商品等の種類は法定事項）。また、従

前の書面記載事項に加えて、販売業者等の電話番号を連絡先として記載事項

とするとともに、連鎖販売であるときは特定負担及び特定利益、業務提供誘

引販売であるときは特定負担に関する事項を記載することとし、これらの事

項の書面記載方法を定める。

その他、クーリング・オフ妨害解消書面の記載事項・記載方法について定

める。

５．法第３１条～第３５条の３、第３５条の３の２３～第３５条の３の３５関

係（登録制）

（１） 申請書類（施行規則第６３条及び第９９条）

従前の申請書類に加えて、兼営事業の概要等、株主等の名簿及び親会社

等の名簿、加入指定信用情報機関等、社内規則等、組織図などを登録の申

請の際に必要となる書類として定める。

（２） 申請書類に記載する役員の範囲（施行規則第６４条）

取締役等と同等以上の支配力を有する者で役員に該当する者は、当該法

人の総株主等の議決権の１００分の２５又は親会社の総株主等の議決権の

１００分の５０を超える議決権を保有する個人等とする。
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（３） 登録拒否要件（施行規則第６５条、第６６条、第１００条及び第１０１

条）

① 不正な行為等をするおそれがあると認められる法人（第６５条、第１００

条）

登録取消し処分に係る行政手続法に基づく通知があった日以後に廃業届

けをした法人等とする。

② 公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制（第６６条、第１０１条）

ⅰ）支払能力調査、加盟店調査等を円滑に実施できる体制

ⅱ）苦情処理体制

ⅲ）クレジットの公正かつ適確な実施を確保するための社内規則等

ⅳ）この法律の規定若しくはこの法律の規定に基づく命令又は社内規則等

を遵守するための体制

が整備されていることとする。

６．法第３５条の３の３６～第３５条の３の５９関係（指定信用情報機関）

（１） 指定要件（施行規則第１０４条及び第１０５条）

特定信用情報の規模（第１０４条第１項） 省令で定める基準（同条第２項）

加入包括クレジット業者の数 ５０以上であること（第１号）

加入個別クレジット業者の数 ３０以上であること（第２号）

保有する包括クレジット及び二月払購入

あっせんに係る債務の合計額

１兆５千億円以上であること（第３

号）

保有する個別クレジット及び二月払個別

購入あっせんに係る債務の合計額

３兆円以上であること（第４号）

保有する契約商品名（契約権利又は契約

役務の場合にあっては、当該権利又は当

該役務の種類）等の合計件数

４００万件以上であること（第５号）

以上に加え、財産的基礎の要件として、純資産額が５億円以上であることを

定める。（第１０５条）

その他指定申請書類等、監督に関して必要な事項を定める。（第１０６条～第

１１７条）

（２） 加入クレジット業者

①基礎特定信用情報（施行規則第１１８条）

i）消費者本人の属性情報（第１項）

イ）氏名（ふりがなを付す。）（第１号）

ロ）住所（第２号）

ハ）生年月日（第３号）

ニ）電話番号（勤務先の電話番号を除く。）（第４号）
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ホ）勤務先の商号又は名称（第５号）

ヘ）運転免許証の番号（加入包括クレジット業者又は加入個別クレ

ジット業者が入手した場合に限る。）（第６号）

ト）本人確認書類の番号等（加入包括クレジット業者又は加入個

別クレジット業者が入手した場合に限る。）（第７号）

ⅱ)その他の基礎特定信用情報（第２項）

イ）包括クレジット（第１号）

（一）年間支払見込額（同号イ）

（二）包括クレジット債務又は包括クレジットの手数料の支払の遅延の

有無（同号ロ）

（三）包括クレジットを特定するに足りる番号等（同号ハ）

ロ）個別クレジット（第２号）

（一）年間支払見込額（同号イ）

（二）個別クレジット債務又は個別クレジットの手数料の支払の遅延の

有無（同号ロ）

（三）個別クレジットを特定するに足りる番号等（同号ハ）

（四）契約商品名（契約権利又は契約役務の場合にあっては、当該権利

又は当該役務の種類）等（同号二）

（五）契約商品の数量（契約権利又は契約役務の場合は、契約権利を行

使し得る回数若しくは期間又は役務の提供を受けることができる回

数若しくは期間）等（同号ホ）

② 同意を不要とする場合（施行規則第１１９条）

加入包括クレジット業者又は加入個別クレジット業者が加入指定信用情報

機関に消費者の特定信用情報の提供依頼をする場合に、次の（ⅰ）（ⅱ）に

掲げる時前に提供した包括クレジット又は個別クレジットに係る債務等の管

理に必要な場合は、法第３５条の３の５７第１項に規定する同意を不要とす

る。

ⅰ）包括クレジット業者又は個別クレジット業者と特定信用情報提供契約

を締結している信用情報機関が指定を受けたとき

ⅱ）包括クレジット業者又は個別クレジット業者が指定信用情報機関と特

定信用情報提供契約を締結したとき

③ 同意に関する記録保存義務（施行規則第１２１条）

同意に関する記録について、書面又は電磁的記録により、当該同意に基づ

き指定信用情報機関が特定信用情報を保有している間保存しなければならな

い。
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７．法第３５条の１６関係（クレジットカード番号等の保護）

（１） クレジットカード等購入あっせん業者（以下「イシュアー」という。）

及び立替払取次業者（以下「アクワイアラ」という。）が講ずる安全管理

措置（施行規則第１３２条）

イシュアー（第１項） アクワイアラ（第２項）

クレジットカード番号等単体であって

も、個人情報保護法に規定されている

安全管理（組織的、人的、物理的、技

術的）や従業者の監督を行うよう規定

する（第１号～第４号）

クレジットカード番号等単体であって

も、個人情報保護法に規定されている

安全管理（組織的、人的、物理的、技

術的）や従業者の監督を行うよう規定

する

不正利用防止策（第５号）

再発防止策（第６号） 再発防止策
※イシュアー：クレジットカード発行会社。

※アクワイアラ：クレジットカード発行会社が加盟店に支払う立替払金を自己の名をもって取

次ぎする業者。

（２） イシュアー及びアクワイアラのクレジットカード番号等保有業者に対

する指導その他の措置（施行規則第１３３条）

イシュアー及びアクワイアラ

加盟店 事前措置 ⅰ）漏えい等の事故が発生したときは、当該事故

の状況をイシュアー又はアクワイアラに対し

て連絡すべき旨を通知すること等（第２項第１

号）

ⅱ）漏えい等の事故が発生したときは、再発防止

策に関し指導を行う旨を通知すること（第２項

第３号）

加盟店の委託先 ⅰ）漏えい等の事故が発生したときは、加盟店を

通じ当該事故の状況をイシュアー又はアクワ

イアラに対して連絡すべき旨を通知すること

等（第２項第２号）

ⅱ）漏えい等の事故が発生したときは、加盟店を

通じ再発防止策に関し指導を行う旨を通知す

ること（第２項第４号）

加盟店 事後措置 再発防止策に関し指導（第３項）

加盟店の委託先 加盟店を通じ再発防止策に関し指導（第４項）

自社の委託先 監督（第５項）
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Ⅲ．附則

１．施行期日

（１） 改正法第３条関係

平成２１年１２月１日に改正法第３条関係が施行されることとなるため、

同日に本改正施行規則（施行規則第４３条第２項、第４７条の２、第７３条

第２項、第７３条の２及び第７４条第２項を除く。）も施行する。

（２） 改正法第４条関係

改正法の公布日（平成２０年６月１８日）から起算して２年６月を超えな

い範囲内において、政令で定める日に改正法第４条関係が施行されることと

なるため、同日に本改正施行規則（施行規則第４３条第２項、第４７条の２、

第７３条第２項、第７３条の２及び第７４条第２項）も施行する予定。

２．経過措置

（１） 二親等内の親族からの同意に関する経過措置

この省令の施行の際既に改正後の割賦販売法施行規則（以下「新省令」と

いう。）第４０条第２項第２号に掲げる者に相当する者及び同号に規定する

親族に相当する者の年収を合算して算定することにつき同項の規定の例によ

り当該親族に相当する者から得ている同意又は同条第３項第２号に掲げる者

に相当する者及び同号に規定する親族に相当する者の預貯金を合算して算定

することにつき同項の規定の例により当該親族に相当する者から得ている同

意は、それぞれ同条第２項の規定により同項第２号に掲げる者及び同号に規

定する親族の年収を合算して算定することにつき当該親族から得た同意又は

同条第３項の規定により同項第２号に掲げる者及び同号に規定する親族の預

貯金を合算して算定することにつき当該親族から得た同意とみなす。

（２） 共働き配偶者からの同意に関する経過措置

この省令の施行の際既に新省令第４０条第２項第３号に掲げる者に相当す

る者及び当該者の配偶者に相当する者の年収を合算して算定することにつき

同項の規定の例により当該配偶者に相当する者から得ている同意又は同条第

３項第３号に掲げる者に相当する者及び当該者の配偶者に相当する者の預貯

金を合算して算定することにつき同項の規定の例により当該配偶者に相当す

る者から得ている同意は、それぞれ同条第２項の規定により同項第３号に掲

げる者及び当該者の配偶者との年収を合算して算定することにつき当該配偶

者から得た同意又は同条第３項の規定により同項第３号に掲げる者及び当該

者の配偶者との預貯金を合算して算定することにつき当該配偶者から得た同

意とみなす。

（３） 改正後の割賦販売法（以下「新法」という。）施行に伴い新たに規制対

象事業者となった包括クレジット業者が事前に承諾を得ていない消費者
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に対して電磁的方法による書面交付を行う方法に関する経過措置

包括クレジット業者に相当する者が、改正法の施行前に、次の①②に掲げ

る事項を官報に公告し、かつ、知れている消費者に相当する者に対し次の①

②に掲げる事項を通知した場合において、当該消費者に相当する者が②に規

定する一定の期間内に①に掲げる事項について異議を述べなかったときは、

新法第３０条の６において読み替えて準用する新法第４条の２の承諾（新法

第３０条の２の３第１項から第３項までに規定する書面に記載すべき事項

（改正前の割賦販売法（以下「旧法」という。）第３０条の２第１項から第

３項までに規定する書面に記載すべき事項を除く。）に係るものに限る。）

があったものとみなす。

① 新法第３０条の２の３第１項から第３項までに規定する書面に記載すべ

き事項（旧法第３０条の２第１項から第３項までに規定する書面に記載す

べき事項を除く。）を新法第３０条の６において読み替えて準用する新法

第４条の２に規定する電磁的方法（以下「電磁的方法」という。）により

提供する旨

② ①に掲げる事項について異議があるときは、一定の期間内に異議を述べる

べき旨

なお、②の期間は、一月を下ってはならない。

（４） 新法施行に伴い新たに規制対象事業者となった包括クレジット加盟店

が事前に承諾を得ていない消費者に対して電磁的方法による書面交付を

行う方法に関する経過措置

包括クレジット加盟店に相当する者が、改正法の施行前に、次の①②に掲

げる事項を官報に公告し、かつ、知れている消費者に相当する者に対し次の

①②に掲げる事項を通知した場合において、当該消費者に相当する者が②に

規定する一定の期間内に①に掲げる事項について異議を述べなかったときは、

新法第３０条の６において読み替えて準用する新法第４条の２の承諾（新法

第３０条の２の３第４項に規定する書面に記載すべき事項（旧法第３０条の

２第４項に規定する書面に記載すべき事項を除く。）に係るものに限る。）

があったものとみなす。

① 新法第３０条の２の３第４項に規定する書面に記載すべき事項（旧法第３

０条の２第４項に規定する書面に記載すべき事項を除く。）を電磁的方法

により提供する旨

② ①に掲げる事項について異議があるときは、一定の期間内に異議を述べる

べき旨

なお、②の期間は、一月を下ってはならない。

（５） 登録申請書提出中の個別クレジット業者に関する経過措置

改正法の施行の日から起算して６月間は、新省令第１０４条第１項中「登
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録個別信用購入あつせん業者をいう。」とあるのは、「登録個別信用購入あ

つせん業者及び法第３５条の３の２４第１項の申請書を提出した個別信用購

入あつせん業者（法第３５条の３の２４第１項の登録又は登録の拒否の処分

を受けた個別信用購入あつせん業者を除く。）をいう。」と読み替えるもの

とする。

（６） クレジット業者に対する指定信用情報機関への情報提供義務に関する

経過措置

クレジット業者は、当該クレジット業者と特定信用情報提供契約を締結し

ている特定信用情報提供等業務を行う者が新法第３５条の３の３６第１項の

指定を受けた場合には、新法第３５条の３の５６第１項の規定にかかわらず、

当該特定信用情報提供等業務を行う者に対し、新法第３５条の３の３６第１

項の指定を受けた時前に締結された包括クレジット契約又は個別クレジット

契約に係る新省令第１１８条第１項第５号から第７号まで並びに同条第２項

第２号ニ及びホに掲げる事項の提供を行わないことができる。ただし、この

場合において、加入クレジット業者は当該事項を得るように努め、当該事項

を得たときは、遅滞なく、加入指定信用情報機関に当該事項を提供しなけれ

ばならない。

（７） 包括クレジット業者に対する指定信用情報機関への情報提供義務に関

する経過措置

包括クレジット業者は、当該包括クレジット業者と特定信用情報提供契約

を締結している特定信用情報提供等業務を行う者が、新法第３５条の３の３

６第１項の指定を受けた時前にカード等を交付し又は付与している消費者を

相手方とする包括クレジット契約を当該特定信用情報提供等業務を行う者が

同項の指定を受けた時以後に締結した場合には、新法第３５条の３の５６第

２項の規定にかかわらず、加入指定信用情報機関に対し、新省令第１１８条

第１項第５号から第７号までに掲げる事項の提供を行わないことができる。

ただし、この場合において、加入包括クレジット業者は当該事項を得るよう

に努め、当該事項を得たときは、遅滞なく、加入指定信用情報機関に当該事

項を提供しなければならない。

（８） クレジット業者に対する指定信用情報機関への情報提供義務に関する

経過措置

新省令第１１８条第２項第１号イ及び同項第２号イの規定は、改正法第

４条施行までの間、加入指定信用情報機関に当該事項を提供しない加入ク

レジット業者には適用しない。

（９） 加入包括クレジット業者に対する同意取得義務に関する経過措置
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新法第３５条の３の５７第２項の規定は、加入包括クレジット業者が新

省令第１１９条第２項の規定により新法第３５条の３の５７第２項各号に

掲げる同意を包括的に得ようとする場合であって、当該加入包括クレジッ

ト業者が消費者から同意を得ようとする包括クレジット関係受領契約が次

の（ⅰ）（ⅱ）に掲げる時前にカード等を交付等している消費者を相手方

とするものである場合は、適用しない。

ⅰ）包括クレジット業者と特定信用情報提供契約を締結している信用情

報機関が指定を受けたとき

ⅱ）包括クレジット業者が指定信用情報機関と特定信用情報提供契約を

締結したとき

（１０） イシュアー及びアクワイアラのクレジットカード番号等保有業者に

対する事前指導等の措置に関する経過措置

この省令の施行前に新省令第１３３条第１項の規定の例により講じた措置

は、同項の規定により講じた措置とみなす。


